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	１．地域担当職員制度導入について
２．グリーンケミカル(株)の補助金不正受給刑事事件等への対応について
	　合併して7年が経過し、それぞれの地域の課題や要望も大きく変化してきています。旧町の自治振興センター化も進んできていますが、担う役割は更に重要となっています。
　そこで、要望の「承り役」行政から一歩出て、地域を「支援」するために、一定のエリアごとに行政職員を地域担当職員として配置する制度を提案します。行政と住民との狭間に立って、そのつなぎ役や相互信頼の醸成を図る役割が考えられますが、先ずは、職員自らが地域に入り、地域課題を探ることから始める必要があると思います。課題解決は現場にありではないでしょうか。
　全国各地でこれまでにも色々な取り組みがなされていますが、広域合併した市町では、この地域担当職員制度がかなりの率で採用されてきています。限界集落を多く抱える本市においては、取り組むべき制度だと考えます。

　

5月28日に開催された、議員全員協議会で発表された事業取り消しについてお伺いします。

当日の資料より

3　事業取消について

全事業調査終了後、判明した事実により、市補助金交付規則第16条に該当することを確認し、グリーンケミカル(株)が実施した事業について事業取消、補助金返還命令を行う予定である。

事業取消、補助金返還命令の時期については、全事業調査終了後、中国四国農政局と協議を行い早期に行う。

以上

その際、執行者は、「6月を目途に事業取消、補助金返還命令を出す」と明言されましたが、現在の状況はどのようになっているのでしょうか。お知らせください。
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